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　2）アマチュア衛星「ふじ」JAS－1

　　①1986年8月13日　　　　ロケヅトから分離され、円軌道に投入され、衛星は順調に動作した・

　　②1986年8月15日　　　　衛星は正常に動作している。

　　③1989年11月5日　　　　運用を停止した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、　　　　　　　　、’一　　　1き　　　　　　　ド

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

　3）磁気軸受フライホイール実験装置　MBFW

　　①1986年8．月13日．　　’・　第2段ロケヅト燃焼が終了し、EGP／JAS－1分三三、運用が開始された。

　　②1986年8舟15日　　　　所期目的の実験を行い、その後、電池の消耗に伴ない第32周回で停回した。

㈱　静止気象衛星4号「ひまわり4号」GMS－4

　i．打上げ日時・　1989年9月6日　4時11分（JsT）
　ii．打上げロケット　　　H－1ロケット（3段式）5号機（H20　F）

　ih．打上げ後の履歴　　　　　　　　　　　　　『　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
　　①1990年9月6f日～9月22日　　a．ロケット飛行中、衛星分離時及び軌道投入後のいずれの段階においても、衛星は全て順調に動作した♂

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　じ腰の鰯変更輔制御を行い、9月22日凍経166度の赤道上空に静止させることに成功した・

　　②1990年9月22白～11月9日　a．ミッシ。ン灘の機能・性能等を回するため、鯉旧臣試験を第た・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　b．初期段階の運用及び衛星：機能確認試験の結果、衛星の作動は正常であり、支障なく運用できることを確認した。

　　③199・年12月6日　一　11月1媚に東経16・度から緻を開始し・12月6日に鯉を東経14・度の騨上空に静止させた・

　￥④1990年12．月14日　　　　　　定常段階に移行した。

　　⑤　1992年6月2日　　　　　　　　　衛星は正常に動作している。

幽　海洋観測衛星1号b臨「もも1号b」MOS－1b

　i．打上げ日時　　1990年2月7日　10時33下

五」打上げ・ケット　予備三一←1ロケット2段式試聴（H21F》

　iii．打上げ後の履歴　　　　　　　　　　、
　　①1．ig90奪2見71日～2月10日　　　　ゑ．ロケット飛行中、衛星分離時及び軌道投入後のいずれの段階にぢいても衛星は順調に動作した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　F轡　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　轡

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　b．ミッション機器の機能・性能等を評価するため、衛星機能確認試験を行った。

　・　　　　　　ρ、　　　　　　　　　　c．初期段階の運用及び衛星機i能確認試験の結果、データ収集システム用中継器（DCST）の機能が若干低下している以外は正

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　常に作動しており、支障なく運用できることを確認した。

　　③　1990年4月11日　　　　　　　　　定常段階に移行した。　　　』　　　　　・　　　　　　　　　e　、　　　，　、　　，　　・　　・　’

　　④・1992年6月2日　∬　　　衛星は正常に動作している。

㈲　アマチュア衛星1号b「ふじ2号」JAS－1b
　i．打上げ日時　　1990年2月7日　10時33分　　　…　　　　　　．　　　　　、　『，ノ

　揺打上げげケット　．　予備用H－1ロケット2段式試験機（H21F）

　通．打上げ後の履歴　、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヨ　　①1990年2月7日’　　　ロケットから分離され、楕円軌道に投入され、衛星は順調に動作した。

　　②1992年6月2日・　’　鯉は正常に動作している・

⑫¢伸展展開機能実験ペイロード「おりつる」DEBUT

　1．打’上げ日時　　　　1990年2月7日　　10時33分．

　五．打上げロケット　　　予備用H－1ロケット2段式試験機（H21F）：

嵐打上げ後の履歴　　　　　　　・‘　　　　　　　・　　　　　一　　　㌣　　・　一，　♂　’　　　，・　・
　　①1990年2月7・日　　　　ロケットから分離され、楕円軌道に投入された。

　　②1990年2月－8日～2月17日　．所期目的の実験を行い、停波した。

⑳放送衛星3号一a「ゆり3号一a」BS－3a　　　当

　ゴ．打上げ日時　　1990年8月28日　18時05分

　五．打上げロケット　　　H－1ロケット（3段式）3号機（H22F）

　iii．打上げ畳め履歴　　　　　　　　　　・

　’①1990年8月28日　　　　　　　ロケ1ソト／衛星分離以後衛星は正常に動作した。・一・，　　　　．’．　　　・　㌧　，

　　②1990年．8月29日～8月31日　 所要の姿勢変更を行った後、アポジモータに点火し、衛星をドリフト軌道に投入した。その後、所定の三軸姿勢の確立を行った。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　太陽電池アレイ展開後、高電圧電源系の発生電力が低下している（予定の3／4）ことが判明した。

　　③1990年9，月19日　　　　衛星を東経122．5度の赤道上空の暫定静止位置に静止させることに成功した。，　1、　　　　・　　’
　　　　　　　　　　　　　’

　　　　，∵㌧ご、㌧∬、・二209一，



　　　　　、　　　　　　　　　　　　　　　　脳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一ノ210一

④199。年9月29日　〆◆　東経1225度の齪静止櫃における灘纏を終了し、鯉を東経11・度の赤道上空に静止させるたあ・移動を開始した・

　　⑤1990年10月15日　　　　衛星を東経110度の赤道半弓に静止させることに成功した・

　　⑥1990年11月28日・　　　定常段階に移行した。

　　⑦1991年3月19日～3月20日　 放送用中継器3chシャットオフ。再起動したが、再度3chシャットオフ。再々起動以後・正常に動作している。

　　⑧　1992年6月2日　　　　　　　　衛星は正常に動作している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

⑳放送衛星3号一brゆり3号一b」BS－3回

忌i．打上げ日時、　　　　1991年8月25日　17時40分

　ii．打上げロケット　　　H－1ロケット（3段式）8号機（H23　F）　り

　血．打上げ後の履歴

　　①、1991年8月25日　　　　　　ロケット／衛星分離以後衛星は正常に動作した。

　　②　1991年8，月26日～8月28日　　　　所要の姿勢変更を行った後、アポジモータに点火し、衛星をドリフト軌道に投入した。その後・所定の三軸姿勢の確立を行った。

　　③1991年9月10日　　 、　衛星を東経110度の赤道上空に静止させることに成功した。

　　④・1991年10月24日　　　　　　定常段階に移行した。

　　⑤1992年6月2日　　　　衛星は正常に動作している。

㈲　地球資源衛星1号「ふよう1号」JERS－1

　i．打上げ日時　　・　　　1992年2月11回忌　10時50分

　茸．打上げロケット　　　H－11ロケット（2段式）9号機（H24F）

　童．打上げ後の履歴
　　①1992年2月11日　　　　ロケット飛行中から、衛星分離時及びその後の太陽電池パドルの展開、三軸姿勢確立までのいずれの段階においても衛星は正常に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　動作した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合成銃隊レーダ（SAR）の第1展開（90。展開）に不具合が発生した。

　　②1992年2，月12日～4月3日一　SAR不具合による不具合対策の検討及びトラブルシュートを実施した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　また、SARの不具合対策と平行してバス機器及びミッション機器（SAR関連を除く）の機能確認試験を実施し、問題のないこ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　とを確認した。

　　③1992年4月4日　　　　第1展開完了の信号を確認した。

　　④1992年4月8日　　　　第2展開を実施した。　　　　，　　・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　噛　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　四恩
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　　　　甲鯉　　　　　　　，　　　　　　　　　　　　　轡　　　　　　　　　　’

第’3展開を実施したが、第3展開（オフナディア傾斜）完了の信号が確認できなかった。

しかし、姿勢データからほぼ展開を完了していると判断し、SAR関連の機能確認試験に着手することとした。

SAR関連の機能確認試験（初期運用）を実施した。

衛星のシステム性能確認試験を実施した。　‘

定常段階に移行した。

衛皇は正常に動作している。
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2，文部省宇宙科学研究所

（1）おおすみ（1970－011A）

　　il打上げ年月日　　　　昭和45年2月11日

　五．打上げロケット　　　L－4S－5

　iii．打上げ後の履歴　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
　　　打ち上げ後、1、2周の信号はほぼ順調に受信されたが、次に衛星と接触しえた2月12日早朝の第6周には信号が極めて微弱であり、第7周には信号を認めることがで

　　きなかった。搭載計器の部分が第4段と一体のまま衛星となったので、燃焼後の熱により電池の温度上昇を招き、その寿命を縮めたものと推定される。

（2）たんせい（1p71－011A）

　i．’打上げ年月日　　　　昭和46年2月16日

　h．打上げロケット　　　M－4S－2

　血．打上げ後の履歴
　　　打ち上げ後鱒電池の予定寿命をやや上回って96周にわたって順調に働し、四温麟境等に関し多くの資料が得られた・コマンド装置が地上における通信の混

　　信で誤動作することが判り、・以後の衛星で改良する端緒となった。　　　　　　　　　　　　、

（3）しんせい（1971－80A）

　i．打上げ年月日　　　　昭和46年9月28日

　茸．打上げロケット　　　M－4S－3

　iii．打上げ後の履歴
　　①打ち上げH欄頭に伴う空力加熱1回忌り電子嚴プ・一ブが損傷してデータカミ得られなくなり・また4・朋頃より宇宙線翻利用ガイか計媚の一本が動作しなく

　　　なった以外は、観測目的を果たすために必要とされた3ヶ月間にわたって順調に作動し、科学上のミッションを達成した。

　　②打ち上1瓶4ヶ月を経過した昭和47年2願より鱒テープレコーダの特性が劣化したため・3月以降はリアル外ムのみのデータ取得が続けられた・搭轍器の

　　　作動は、打ち上げ約3年半でなお概ね正常であった。　　’，

　　③昭和5。年秋頃よりは、搭輪池の特性劣化により惜物電能力が失わ肱そのための鯉が日照時にあるときのみデータの送信が行われる状況となってし’る・デ汐

　　　め内容も妥当性を欠くものが多くなっており、搭載機器の特性劣化がかなり進むものと考えられる。

（4）でんぱ（1972－064A）　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　　　　　　　　　　ド　㌧　　　　～＿、

　i．打上げ年月日　　　　昭和47年8月19日

鋤 働
轡 U轡

五．打上げロケット　　　M－4S－4　　’

並打上げ後の履歴一　　’　・

①打ち上げ後、衛星搭載各機器は正常に作動し、伸展アンテナの展開等は順調であったが、3日後、第26周において初めて電子スラックス観測装置の電源をコマンドで

　　投入した際偵用高電圧回路が放電し、そのためデレメータ装置のエンコードが故障し、以後一部を除いては意味のある観測データが得られなぐな？た。

②テレメL汐電波の送信はその後も行われていたので、引き続いて電波追跡を継続していたが、昭和48年4月に電波の途絶を確認したρr

③’ ｺ和55年5月19日、大気圏に突入し、消滅したものと推；定される。

（5）たんせい2（1974－0・0・8A）

　i．打上げ年月日・　　　昭和49年’2月16白，・　／　　”　　　　　　　　　　　・　　・

　ii．打上げロケット　　　　M－3c－1　　　　　　　　　　　　　　　　’
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　、
　鑑。打上げ後の履歴・　「　、　　　　　　　　昌　　　一　　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　！

　　①打ち上げ後、衛星各部の動作は正常であらて、第1周目地上よりのコマンドによっ℃行われたヨーヨーデスピナの切り離しも順調で、衛星のスピンを初期の2．3YP

　　叫Sがち11．3YPMに低下させた。　　　・　　　　、　　・　　、

　　②・2月目8日より地磁気による姿勢制御に関する一連の実験が行われ、衛星のスピン軸を軌道面に垂直にたてるなど計画どおり制御できることが確認された。

　　③衛星各部の動作は、搭載電池の予定寿命約2週間にわたって終始正常であった。

　　④’昭和58年1月23日、・大気圏に突入し消滅したものと推定される。

惨（6）たいよう’（1975－0｝14A）

　i．打上げ年月日　　　　昭和50年2月24日

　ii．打上げロケット　、　M－3c－2　　　’
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＼㌧ノ　五iド打上げ後の履歴、一。　　 　　・　”　　う、
　　①打ち上げ後、搭載機器の動作は全て正常で、ヨーヨーデスピナ、プローブ展開によるスピンの低下も順調であった。打ち上げの約2週間後、地磁気による姿勢制御装

　　・置によって衛星のスピン軸は軌道面にほぼ垂直となり、ホイルモごドが達成された以降は姿勢保持マグネットにより、概ね計画通りに姿勢を保つことがてきた。

　　②衛星は、その後も引き続いて順調に作動を続け科学観測のミッジョンを達成して、昭和50年12月末を以っていったん科学観測データの取得を打ち切った。

　　③その後も随時状況の良い時を選んで観測データの取得を行っていたが、昭和55年6月29日大気圏に突入し、消滅したものと推定される。

　　　　　r　　　・　　　　　　　　　　　　　　　　　L　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ピ

（7）たんせい3（1977－012A）

　i・打上げ年，月，日　　・　ご昭和52年2月19日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，

　　　　　　　，　　　　　　，　　　　　　　　　．　　・　　　　　　　　　　，　「　　　　　，　　一、213’一

　　項沼・ピ　＿一∴1：　，∵・ノー’一’＿，一ン㌧㌧　〆弓　　㍉　．
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五．打上げロケット　　　M－3H：一1’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

血．打上げ後の履歴

①打ち上臓第1周目、地上よりのコマンドにより・第1のヨーヨーデスピナを展開し・スピンを毎秒19回から鮒34回に 蜑ｺ枇2月20朧10周において・ガス

　ジェット装置を働かせてニューテ」ションダンパの動作特性に関する資料をえた・

②2月21聯2・朋において、ガスジェット装置の脳弁が閉じていることが半U明したので・実験の予定を変更して沿磁力姿勢安定化実験に入ることとし・第22周1こお

　　いて、第2のヨーヨーデスピナを動作させスピンを殆ど零にした。　‘　　　・

　　　次いで沿磁力線鰯安定化のための磁石を第31周に篤し、さらにスピン及び秤動蔽装置旧作させ・鯉の基鞠と磁力線のなす角が6度～18度に収まることを

　　癬、、この方式の性能が塾すべきものであることを確かめた．沿磁力線魏を｛回った状態で紫外光測光実験を行い・オー・ラ発光に考えられる願分布の酬カミえら

　　れた。「たんせい3」は、電池の寿命が尽きただめ、3月4日第134周を以らて実験を終了した。

（8）きょっこう，（1978一〇14A）

　i．打上げ年月日　　　　昭和53年2月4日

　ii．打上げロケット　　　M－3H－2

　iii．打上げ後の履歴　　　　、
　　①打ち上高野帰においてヨーヨーデスピナをコマンドにより働かせ、スピン鱈1こするとともに・姿三三用マグネット プロップの三等を行い・次いでスピン

　　　及び秤動減衰装置を動作状態にした。この結果、第2周頃からは秤動角が9度程度に収まり、ほぼ沿磁力線姿勢安定を達成した。

　　②2月24日より離圧を使用する紫外テレビ受像羅電子エネフレギー分析装置、正イオン簸分析器・真空紫外大気光翻装置晦日1装置ずつ離礁源の投入を

　　　行い、2月28日を以って全て順識こ冠することを確かめた．高電圧を使用しな三三については打ち上げ当初より電源が投入されており・従って・以上1こより轍全

　　　機器がすべて正常であることが確かめられた。

　　③以来観測は緬に従って欄に行われ、カナ掴立研究院の協力によりチャーチル基地に設けられたデータ取得局及び国立槻研究所による南極昭隔地でのデータ

　　　取得も翻であったが、きょっこうむまその翻目的から論点4…km、近地点64・km瀕斜角65鍍の軌道に入れられた・この輔は殆ど二身寸繍であるため・当初よ

　　　り太陽電池の劣化が他の衛星より大きいことが予想されていた。　　　　　　　　　．

　　　　54年5月絢以㈱、KSCにおけるデータ取得篠は日陰率1．5％以下のときのみ実施し・Lカナダチャーチルにおけるデータ取得は9月以降続けて、’た・54年11月

　　　9日置’6899周を最後に衛星よりの電波は途絶え、その後回復のためのコマンドを全日照の期間を選んで行ったが回復していない。1

磁欝鞠讐鱗毛諜黙罐詰ロク1ラムタてマ閣の使聯ニチ！レ轡タ騨って6899騨半分

　　④現在は電波の途絶えたままである。

四 望
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（9）じきけん（1978－087A）

　i．打上げ年月日　　　昭和53年9月16日

　五．打上げロケット・、　M－3Hr3　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　　　　　♂　　　　　　　　　　、　　　　　，

　iii．打上げ後の履歴

　　①打ち上げ後、搭載機器の動作は全て正常で、アンテナ及びセンサーブームの伸展、高圧電源の投入を行い、10月以降から本格的な科学観測が始められた。

　　②’以来㍉1年7ヶ月観測は順調に行われており、我が国初めての磁気圏衛星として多くの科学データが得られている。

　　③中でも磁気圏の自然の波動現象と粒子の計測の他、大電力パルスRF電波及び電子ビームを用いたアクティブな実験の領域でも貴重なデータを生み出している。

　　④現在、受信を停止している。

（10）はくちょう（1979－014A）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛
　il打上げ年月日　　　　・旧召和54年2月21日
　　イ

　h．打上げロケットf　　M－3C－4
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　辺
　道．打上げ後の履歴

　　①打ち上げ後、姿勢制御に関して一連の作業を行い、スピン軸を軌道投入当時の一角獣座方向から帆座の方向に向けた。

　　②以来、！年2ヶ月にわたり順調に観測を続けている。この間～ほぼ銀河面に沿って、一年間の天球を一巡しながら超軟X三星、軟X線星の観測が予定通り進あられた。

　　③特に54年4月ん9月の間は、国際共同観測を含むX線バーストの観測が集中的に行われた。この結果、新しく数ヶのバースト源を見つける他、バーストについて全く

　　　新しい現象が数多く発見され、従来のX線バーストの理論を大幅に修正すうと共に、中性子星及びその周辺の物質の物理に関して多くの知見が加えられた。55年4月か

　　　ら再びX線バース’トの観測が再開され、貴重なデータを取得した。

　　④昭和60年4月16日、大気圏に突入し、消滅したものと推定される。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ
ω　たんせい4〔（1980－015A）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　げ　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　、

　i．打上げ年月日　　　　昭和55年2月17日

　五．打上げロケット　　　M－3S－1

　坦．打上げ後の履歴　　　　　　　　　　　’　　　　天　、　　　　　　　　f，　　・’
　　①打ち上げ後、／第1周目、地上よりのコマンドにより、ヨーヨーデスピナ展開、スピン数を毎秒2．1回から毎分18向に低下させ後、太陽電池パドルの展開も順調に行わ

　　　れた。，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　　一　　、　　　…

　　②磁気制御による衛星スピンの低減実験は2月20日午後1時に完了し、その後衛星のスピンは毎分5．0回転になった。第42回目から太陽角を0．7度から1．7度の間に自動

　　　的に保持する実験が開始され、48回目から太蕩角はほぼ1．3度に自動制御された。これにより太陽X線舟光器の実験や新型太陽電池特性計測に適した衛星の姿勢を実現
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門㌧、、1“ど篤1丁∵蒲」「∬∬丁凱　＼，・一’　。、・、　　　勇’
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、　　　　　　　一216一」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t　　．　　　　　　　　　　　　　　　、

　　　できることが確かめられた。　　ド　　　　勾、　　．　　　氏儲　　　　　　　　　、　、㌧　　　　　　，一　、、
⑧2月27聯148周の受信中、太陽X線分光器は太陽フレア現象によ5て発生したと見られるX線を検出し・8keV－i2keVにいたり・そのエネルギー西窓テうことがで

　　　きた。現在まで得られていたこの種の観測では、時間分解能が1分程度であるのに対して、今回のデータは6秒という高～、時間分解能で得られた。

　　④その後5、・6GH、又トランスポンダを禾・」回した測距データを利肌て、鯉軌道データの改凝行い・これにより鯨天文台三三からのレ開ザー測距を実施した・ま＃・

　　　フラッグ分光器による太陽X線の観測、衛星表面材料の特性測定は引続き適宜の時間間隔で実施した。　　　　　・　　　　　　　　　　1　　　　・

　　⑤昭和58年5月13日、大気圏に突入して消滅し角ものと推定される6

⑫　ひのとりくrg　81－017A）

　i．打上げ年月日　　　　昭和56年2月21日

　ii．打上げロケット～　＼M－3’s－2

　世．打上げ後の履歴　　，一　㍍、　　　∴　．、　卜　、

　　①打ち上げ働搭載機器の動作は全て三冠ヨーチデスピナによる鯉のスピン数を鮒22回から鮒魍に低下させ三太三池パドルを思し・これにより

　　　スピンは毎分4♂3回となったb　「♂，バーじ　・　’　　　　　　　　　　　　　　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．

　　②2月26日をもってすべての性能確認試験を完了し、太陽フレア観測を開始した。　　・　　’　　　　㍉
　　③定常藩論に入った棚の2月27日「ひのとり」は、早くも大きな太陽フレアを捉えた・これを皮切りに翻は順調に働猟その後4月20日迄！こ大小100列の

　　　太陽フレアを記録した。

　　④　57年5月現在、全ての観測器も順調で、500個以上のフレアを観測している。

　’⑤その後データレコーダが故障したが、それ以外の観測機器は正常で、57年10月現在700個以上のフレアを観測している。

・⑥現在、受信を停止しているσ

　　⑦平成3年7月11日、大気圏に突入して消滅したものと推定される。

⑬　てんま（1983一’01ユー01）

　i．打上げ年月日　、一　昭和58年2月20日

　五．・打上げ’ロケッ・ト　’㌧Mぱ3S－3　　　P　　　、　P　　’　　　　　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

　iii．打上げ後の履歴
・①打ち上げ後漏壷の動儒全て正認印ーヨーデスピナにより鯉のスピン数回秒2回か三分a8回に低下させた後冠羽池パドルを篤し・これによ

　　　りスピンは毎分3．1回となった。

　　②軌道：上でゐ各種のテスト後、定常観測態勢に入り、帆座のX線パルサーVela　X－1の観測を開始した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鱒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　愚
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鰹夢　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　寵臣

　　③現在まで種々のX線天体におけるX強度の時間変動や、そのエネルギースペクトルに関して高い分解能の観測を行った。

　　④　現在く受信を停止している。

　　⑤平成元年1月19日、大気圏に突入して消滅したものと推定される。　・ヒ　　　　　　，

働　おおそら（1984－015A）
　　　ま　i．打上げ年月臼　　　　　昭和59年2月14日

，五．打上げロケット　　　M－3S－4

　血．打上げ後の履歴
　　①打ち上げ後、衛星各機器の動作は全て順調で、第9周目において地上からの指令電波によりヨーヨーデスピナを展開し、そのスピンを122rpmから6rpmに低下させた。

　　㊨　第29周で太陽角が、120摩となったことを確認した上で4枚g太陽電池パネルを展開した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　　③　2月24日から第1期定常観測に入り、中層大気中の微量成分や、高エネルギー粒子ρ観測、電子密度や温度の観測を開始した。

　　＠北極地方にあるスウェーデン・エスレンジ局や南極昭和基地における衛星からの電波の受信も行われたが、すでにいくつかの興味ある結果が得られている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヨ　　⑤昭和63年12月26日、大気圏に突入して消滅したものと推定される。

㈲　さきがけ（19．85－00’1A）

　i．打上げ年月日　、　　昭和60年1月8日

　五，打上げロケット　　　M－3SI72　　、　　　　　　　　　・　　．　　　・　、，　・

　蚤．打上げ後の履摩

　　①打ち上1瓶鯉二二の聯は全てll三三1月9日に鰯制御エンジン1こよりだンを2＆7・p・から巳4rpmに低下させ甑スタ「スキャナーを作動させ三三

　　　定を行った。

　　②1月11臥姿勢を約120度変更させた後制御エンジンを作動し軌道修正を行った。この結果、ハレー彗星への最接近日時は1986年3月11日↓3時09分、距離は702万km

　　　と算出された。

　　③2月14日、再度軌道修正を行いハレー彗星との最接近距離を700万kmに修正した。

　　④その後、搭載された観測器に順次高圧印加が行われ、各観測装置とも正常に作動しており、良好なデータを取得している。

　　⑤　昭和61年3月11日13時18分、ハレー彗星の太陽側約700万kmの点を通過した6この間、プラズマ波観測装置、惑星間磁場観測装及び太陽風観測装置による観測が行わ

　　　れた5　　　　　　　　・　　　　　，　・　　　　　　　　’　　　　，’　∫　　　　　　了　　　　　’

　　⑥　平成4年に地球と会合す：るよう・昭和62年1月26日～29日に所要の軌道修正を行った。

　　⑦　さらに、平成3年9月18日及びi2月24日の2回軌道微調整を行い、予定連り平成4年1月8日23時08分47秒、地球から88，997kmまで接近し、科学衛星「ひてん」で三
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　　　6てきたスウィングベイの技術を応用し、我が国初の惑星スウィングに成功した。これにより、太陽の回りを地球と並走するようなかたちの帰還並走軌道へ投入され、

　　　今後数年間に潭ρて地球近傍に留まる予走である。，

　　⑧プラズマ波動、惑星間磁場、太陽風の各観測機器は、最接近に先立ち地球磁気圏尾部通過から最接近直後に至るまでの地球近傍の観測を行い、貴重なデータを取得し

　　　た。　　　　　　　　　・，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，　　　　　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

㈲すいせい（1985－073A）

　i．打上げ年月日　　　　昭和60年8月19日

　焦打上げロケット　　・M－73SI－2

　血．打上げ後の履歴

　　①打ち上げ後、内之浦町からの非可視域において予めプログラムされたシーケンスに従って、そのスピンを30rpmに低下させ、スピン軸を太陽光に対してほぼ垂直

　　　（89度）に制御した。．

　，②8月19日第1パスにおい風スピン速度を計画通り毎分a7回に減少させたのち姿勢制御を開始した・8月20日第2パスにおいてスター・スキャナーは・その可視内

　　　にカノープスをとらえ探査機はほぼ黄道面垂直の巡航姿勢となった。

　　③　ハレー彗星への最接近距離を20万kmとしていたが、観測をよりよい状態で行うためおよそ15万kmまで近づけることとし、軌道修正を行った。

　　④11月中旬以降、紫外線撮像装置によるハレー彗星の観測を開始し、11月下旬から12月中旬にかけて数次にわたり、ハレー彗星の水素コマが爆発的に輝くことを認めた。

　　⑤　昭和61年3月8日22時06分ハレー彗星の太陽側約15万kmの点を通過した。紫外線測光装置、イオンエネルギー分析器、紫外光撮像装置による観測を行った。

　　⑥平成4年に地球と会合するよう、昭和62年4月6日～10日に所要の軌道修正を行った。　　　　　　　　　　1

　　⑦平成3年2月5日、姿勢制御用燃料残存量が零となり、また太陽電池の劣化に伴う電力状況の悪化から、これ以上の運用は無理との判断がなされ、2月22日搭載送信

　　　機をオフとして運用を打切った。　　　　　　　　　　　　　　・　　　　　　・

qの　ぎんが（19β7－012A）　　　　　　　　　　　　　　一

　i。打上げ年月日　　　　昭和62年2月5日

　五，打上げロケット　！　M「3SI－3

　童．打上げ後の履歴

　　①装置の較正試験を含む予備観測を各種天体で行った後、62年10月から国内外からの公募による観測を実施した。

　　②　クエーサーからのX線輝線の観測、銀河面に沿ったX線源探査による新しいX四這の発見などのほか、打上げ直後の62年2月23日大マゼラン星雲に出現した超新星

　　　SM987AについてもX線観測により貴重なデータを得ている。

鱒
轡

轡
轡
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③銀河中心近傍に大量の超高温プラズマが存在することを発見した。

④　3個の新しいブラックホールX琴平を発見した。

⑤多くのパルサーからサイクロトロン吸収を検出し、中性子星に強い磁場が存在することを確認した。　一

⑥活動銀河核、特にセイファート銀河のX線スペクトルから、周辺の物質分布、構造を明らかにした。

⑦4年9ヶ月の間、「ぎんが」は350もの天体を観測し、平成3年11月1日大気圏に再突入し消滅した。

　　～

　⑬　あけぼの（1989－016A）　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

　　i．，打上げ年月日　　　　平成元年2月22日

・　ii．打上げロケット　　　M－3SI－4

　　血．打上げ後の履歴

　　’①打ち上げ後、アンテナ及び磁力計マストの伸展、高圧電源の投入等、一連の初期作業を無事終了し観測体制に入って3年が経過した。

　　　②観測は順調で全ての観測項目について良質のデータが得られている。極域上空のデータは南極昭和基地、カナダプリンスアルバート、及びスウェーデンエスレンジの

　　　　3局で受信しており、高いデータカバ汐ッジを得ている。

　　　，③太陽活動度の高い時期であるため・大きな磁寒嵐が頻発し・磁気嵐時のオーロラの様相・中緯度の大きなプラズマの流れ・プラズマ圏の大きな変化等・磁気嵐時の磁

　　　　気圏構造の大きな変化に関する貴重なデータを得た。

　　　④　オーロラ帯に降り込む高工：ネ！レギ「電子、逆に電離層から飛び出すビーム状ρイオン、プラズマ密度の急激な減少等オーロラ電子の加速機構に関わると思われる重要

　　　　な現象を見出しつつある。

　　　⑤オーロラ発達の様子がグローバルに把えられた。特にブレークアップと呼ばれる急激なオーロラの発達を高時間分解能で撮像することに成功した。

　　　⑥村域の低エネルギーイオンの運動、特に磁力線に沿った上下運動について新しい観測データが得られつつあり、磁気圏と電離層の結合について理解が深まりつつある。

　　　⑦磁気赤道上空に、地球を取り巻くディスク状に局在した強い高周波波動が存在する特異な領域が存在することを発見した。

　　　⑧　「あけぼの上の軌道は放射線の影響を強く受けるが、放射線に対する防護策が効を奏して、現在のところ放射線による劣イヒは殆ど見られないげ撮像用のCCD一部

　　　　・（UV用）が当初予測よりやや遅れて劣化したのみである。

　　　⑨今後、GE◇TAILによる磁気圏尾部及び磁気薗境界域での観測との、共同観測を実施する計画である。

　㈲　ひてん（1990－007A）　　　　　　　　　　　　　　　　　　’♂

　　　i．打上げ年月日　　　　平成2年1月24日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、　　　　　　　　　　　　　　，

　　　　　　　　ノ　　ii．打上げロケット　・　M－3SI－5

　　距．打上げ後の履歴
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①3月19日1ルナー・オービタを切離して月周回軌道に投入するとともに・第1回目の月スウィングバイを行った。

②7月10日、第2回目の月スウィングバイを行って二重月スウィングバイを達成した。

③その後、’8月4縢3回、9月7縢4回、1・月2縢5回・平成3年1月3聯6回・1月28聯7回・3月4日第8回と月スウィングバイに成功すると共に・そ

　の間姿勢・軌道制御を初あとする工学実験及びダストカウンターによる宇宙塵の観測も順調に行われた・

④平成3年3月19日及び3月30日の2回にわたり、近地点高度をそれぞれ約125万km、120万k血に下げ・地球大気との摩擦により減速を行うエアロブレ7キ実験に成功し

　た。　　　　．　　　　　　　　、㌧　　　　，

⑤4月27日第9回月スウィングバイを行い、遠地点を約150万kmとする軌道に投入・工学実験及び宇宙塵の観測を緯けている。

⑥　10月．2日第10回月スウィングバネを行い、続けて平成4年2．月15日第11回月．スウィングバイを行い「ひてん」を月の周回軌道に投入した・

⑦　「ひてん」は、LUNAR－A、　PLANET－B等で必要となる月・惑星周回衛星9運用及び軌道決定技術の習得・光学航法装置及び月周辺の宇宙塵の観測を行う

　予定としている。

⑳　ようこう（1991－062A）　　

　i．打上げ年月臼　　　　平成3年8月30日　　　、　　、　　　　　　　，　　　　’

　h．打上げロケット　　　M－3S、H－6　　　　　　　　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

　通．打上げ後の履歴　　　，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　　　．　　　　　、
　　①搭轍器は、全て1廟に織している漱X線望遠鏡は、9月2日から試囎三二を始あた。その他の騨器は・9月25日に三鷹澱入を完了・即詰を女台めた・

　　　10月始めから全機器による定常的な観測が行われる。

　　②初めて軟X線から硬X線まで広いエネルギー範囲にわたって、極めて詳細な太陽フレアのX線画像が・連続的に撮像された。すでに200個以上のフレアが観測されて

　　　いる。太陽コロナの激しい活動の連続観測も続いている。

　　③太陽X線のスペクトルも軟X線からガンマ線にいたる広い範囲で観測されている。ブラッグ結晶分光計による線スペクトルの観測によりプラズマの診断も行われてい

　　　るみ、∵　　　　・

劔
陽轡・

醗
轡

三国　際　一点　力

♂

　？

へ、〆戸
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醤・

1．2国間協力

．（1）　米国

協力テーマ
i協力の根拠）

協．力の内容 日本側機関 相手機関 平成3年度までの実績 平成4年度の計画

宇宙分野にお

ｯる日米常設

ｲ部連絡会議

iSSLG）
i宇宙分野に
ｨける日米合　　6

ｯ調査計画に

薰ﾃく、金子

F宙開発委員

?ﾏ員長とフ

鴻bシェNA
rA長官との

相ﾈ交換によ

骰㊧ﾓ（54年

V月））

定期的に連絡調整会議を開催

ｵ、宇宙分野における日米協
ﾍのレビュー及び今後の協力　　　　　　≠　iの可能性について検討を進め

驕B

ﾈお同会議の下で推進されて

｢る2つの研究協力之pジェ

Nトめうち、17プロジェクト

ﾍ、非エネルギー分野の日米

､究開発協力協定の下でも実

{される。

宇宙開発委員会

@　　　　｛

@　　　　　　辱

@　　　　「

NASA 第1回SSLG会合が55年11月に日

{で、また第2回会合が57年11

歯ﾄ国で、第3回会合が59年3

雌坙{で、第4回会合が61年6

事抹ﾄ国で、第5回会合が平成

Q年7月日本で開催された。

謔S回会合で設置が合意ざれた

謔P回宇宙協力活動計画会合が

U2年10月日本において、第2回’

?№ｪ63年11月米国において、

謔R回会合が平成元年10月日本

ﾉおいて、第4回会合が2年11

歯ﾄ国において、第5回会合が

R年11月日本において開催され

Dれ渇

第6回宇宙協力活動計画会合

ｪ米国において開催される。

@　　　b　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＼　　　〆

ライフサイエ

塔Y分科会合

iSS：LG）

@　　　　ノ

@ご

　　　　　　　　　　　F宙におけるライフサイエン，

Xの実験、研究、開発に関し

闖崧Iな情報交換を行うとと
烽ﾉ、協力の方法、内容につ　露

｢て検討する。

@　　　　　　　　　　P

科学技術庁

F宙開発事業団
NASA 61年度に第1回ライフサイエン

X分科会会合及び宇宙生物学分

?ﾅの第1回ワークショップを

J催した。・　　　　　’

U2年度には第2回会合を米国で

sい、協力の進め方等について

ｬ果を得るとともに、NASA

　　、ﾄ国で開催する予定であり、

｡後更に協力の方法、内容及1

ﾑ地上研究協力構想、飛行サ

塔vル解析協力、開発予定装

u仕様の情報交換等について

?ﾌ的検討を継続して行う。

一ヤ Q23一
ワ
　
く
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、

協力テママ
、協力の内容 日本側機関 相手機関 平成3年度までの実績 平成4年度の計画

（協力の根拠）

からのうイフサット構想の提言

　　　　　　更A があり、今後の検討課題とした。

　　　　「謔R回会合を、SSLG全体計
ノ

’
衛　， 画会合にあわせ、日本において

零

1

開催し、今後の協力推進方法、

内容等について協議した。

髪

，

63年度には第4回会合をSSL
へ

、

G全体計画会合にあわせ、米国

において11月に開催し、FMP

T、IML－1及び一2、ライ
フサット計画等について協議し

匹

向けてのミッションについても
蝋

意見交換を行った。

’ 平成元年度は日本において開催
恕

「

（2年4月上旬）し、IML一
！ 2の実験協力形態について協議

した。
∫

平成2年度は米国においてSS

LG全体計画会合と合わせ開催

し、FMPT，．IML－1及び
一2、ライフサット計画等につ

いて協議した。さらに宇宙ステ

一ションに向けてのミッション

地上研究協力についても意見交
’

換を行った。

・平成3年度は計画会合と合わせ

鐙
’響

醗’

5三

ノ
“
、
幽

≠　　　　　　　　　　　　　　　　　　、　」　M　　、　　」 ’　L　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　r

協力テーマ
i協力の根拠）

協力の内容 日本側；機関 相手機関 平成3年度までの実績 平成4年度の計画

て開催し、IML－2後のスペ
一スラブ協力、スペースステー

｝ ションに向けたミッシ’ ?刀A装

置共同開発に関して意見交換を

sった。

SS：LG微小 宇宙における微小重力科学分 宇宙開発事業団 NASA 62年度に第1回会合を米国で開 米国で開催する予定であり、

重力科学分科 聾における実験、研究、瀾発 催し、日米における研究状況及 当該分野における研究開発動

会合 に関し、定常的な情報交換を
1 び実験計画の動向等について情 向に関する情報交換、関連計「

行うとともに協力の方法、内 報交換を行うと共に、今後の協 画における協力の進め方等に
ず

容について検討する。　　　　　　　　　㌧ 力の推進について協議した。

ﾜた、引き続き第2回会合をS

ついて引き続き協議検討を行

､。

S：LG全体計画会合に併せ、日

本において開催し、IM：L計
画、宇宙ステーション利用計画

’ 等における協力の進め方につい

／ て協議すると共に、今後年1～

2回の会合を進める等の提言を

ﾜとあた。

’囑

63年度には第3回会合をSSL
’＼＼ノ

＼

G全体計画会合にあわせ、米国　　　　　　　　　　　サ

において11月に開催し、宇宙ス

テーションに向けて具体的な協

力計画を立案することとした。
9

平成元年度は、FMPTでの共

同研究の進め方、IML－2に．
おける協定の進め方等について 晒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「

、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　診 等　　　　　，　　b

一225一
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協力テーマ 協力の内容 日本側機関 相手機関 平成3年度までの実績 平成4年度の計画
（協力の根拠）

t 協議した。
7

平成2年度は米国においてSS
：LG全体計画会合と合わせて開

’

催し、日米における宇宙実験計
：

画及び研究の現状について確認

を行うとともにFMPT、　IM
一

しでの協力をもとに宇宙ステー

ション時代に向けて発展させて

、 いく方向で、今後、より緊密な
、

情報交換を行うこととした。

平成3年度は日本において計画

会合と合わせて開催し、IML

計画等既定協力計画の進捗状況
一 の確認と宇宙ステーションへ向

けた装置開発、予備実験機会の

確保等に関する情報交換を行っ

た。　　・

JERSマ1の利用 JERS－1の利用に関する情報 宇宙開発事業団 NASA NASAは、アラスカにあるNASAの アラスカNASA施設における

（SSLG） 交換 通商産業省 施設でJERS－1データ受信を提案 JERS－1のデータ取得に対する

した。本提案はNASDAにとって 協力活動を維持し、JERS－1の

受入可能であり継続して情報交 データ解析・研究を推進す

換を行うとどもに、関係機関と． 　　　　　　　　　　　　　」驕B

の調整及び検討を行い、・63年1

丹MOUを締結した。

63年11月のSSLG（ワシントン）にて相

互の情報交換を行った。
『

、　　、

鱒
が四

二ゆ
・《鐙

協力テーマ
i協力の根拠）

協力の内容　b
@　　　　　げ

　　　　　、坙{側機関 相手機関 平成3年度ま、での実績 平成4年度の計画

　　　　　噂
@　　　　，

K
　
　
　
噌

‘ 元年3月（東京）及び9月（ア

宴Xカ）にてJERS－1の運用等に

Wわるインターフェース会議を

J催した。

R年11月のSSLG（東京）にて、

iERS－1についての協力が強調さ

黷ｽ。4年2月にJERS－1を打上

ｰた。　・

極軌道プラット

O一ム計画

iSSLG）

極軌道プラットフォームを使

ﾁた地球観測に関する情報交
@　　　　　　　　〉換　監　　　　　　　　脚

　　　　　‘

ﾈ学技術庁

F宙開発事業団
ﾊ商産業省　　　　　　、

@　　　隔

NASA
mOAA

磨@　　　　P

@　　一

日本はミッション機器を搭載す

髟綷?ﾅ参加することとなり、

Cンターフェイス調整会合にて

ｲ整を進めた。

U3年11月前SSLG（ワシントン）

ﾉて総合の情報交換を行った。

@63年12月　（東京）及び元年11

@月　（ワシントン）のEO－ICWGでも相

@互の情報交換を行った。

情報交換、検討を行い、通産

ﾈが供給するミッション機器

fの研究を進める。

ランドサット

q星データの

�M（米国ラ

塔hサット衛

ｯからの地球

ﾏ測データを

�Mするため
ﾌ了承覚書　　　　　「

米国ランドサット衛星からの

n球観測データを受信するた

ﾟの覚書（1979年1月29日締

求jに基づき受信処理等に

K要な情報を入手するととも

ﾉぐ受信記録処理設備を行

､。

mASAには、覚書に基づき要求

宇宙開発事業梱

@　ノ
@　　｝

NOAA ・ランドサット5号機のMSS，TM

fータを定常的に受信してい

@る。

E3年度はH：DDT（High　Dens
@ity　Digi・tal　Tape）の送付の

v求はなかった。

Eランドサット6号打上げ以降

@は相手側機関がNOAAから

・ランドサット5号のM／SS

@TMデータの受信・提供を

�ｫ続き行う。

E要求があればHDDTの送付を

sう。

Eランドサット打上げ予定日

ｪ3年12月から5年1月に
ﾏ更となった。、

一227一「
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協力テーマ
i協力の根拠）、

・　協力の内．山回 日本側機関 相手機関 平成3年度までの実績 四二4年度の計画

54年1月29日

�求j

@触

のあるシーンについてHDDTを

藍tする渇1983年8月ユ1日覚

痩?�ｳれ、相手側機関が
mASAからNOAAに変更された。

煤Aランドサット6号より相

闍@関がNOAAからEOSATに変

Xされた。

’

7

EOSATとなる。　（1990年
P2月28日協定締結）

f

ノ

ランドサット

n上局運用会

c（同上）

米国ランドサヅト衛星データ

�Mのための了解覚書（MOU）

ﾉ基づき、ランドサットデー

^を受信処理する国々の間で

�M計画及びデータ処理のた

ﾟの情報交換及び調整を行
､．・

宇宙開発事業団

@’

@　　　、

　NOAA
@ランドサ舜受信諸

・ランドサット地上局運用会議

kGSOWGは年1回、下部会議

kTWGは年2回、　LDDMWGは年1
�Jかれてきた。　　　　ノ・LGSOWG及びLDDMWGは6月に

mルウェー一でLTWGは7月に

uラジルで開かれた。

・LGSOW及びLDDMWGは6月に

@日本で開催予定。

ERS－1地上局

Cンターフェース調整

iNASDA／NASA

ﾌERS－1通信

�M協定
U3年1月締結）

米国アラスカ大学に設置する

dSA，　NASDAのERS－1，　JERS－1受

M局との間でデータフォーマ

bト等のインターフェース調

ｮを行う。

宇宙開発事業団

@　　　“

JPL
Aラスカ大学

・3年11月にNASDAにおい
ﾄERS－1地上局整備に係わる’インターフェース打合せ。

f

・地上局インターフェース文

曹ﾌ改訂

E地上局設備整備及び運用調

ｸのためのインタフェース

ﾅ合せ（アラスカ）

@　　　　　　　　ノ

ランドサット衛星

i6号）データ

ﾌ受信

米国ランドサット衛星（6号）

ｩらの地球観測データを受信

ｷるための協定（平成2年12

宇宙開発事業団 EOSAT

@　　　｝

・ランドサット6号打上げ後の

sax，、　TMデータの定常的受信

ﾉついて協定を締結した。

データ保護計画について作成

?i打上げ予定日が平成3年12

轡
卵騨

趨紗

騒 ｛
㍗　　　　　　　　’

協力テーマ
協力の内容 日本海機関 相手機関 平成3年度ま’での実績 平成4年度の計画

（協力の根拠）

（宇宙開発事 月28日締結）に基づき受信、聾 ’　　（2年12月28旧） 月から、平成5年1月に変煽
@　　　　　　　　　　　「

業団と地球観 処理及び保存に適した地上受 躍　　　　｝ 更された。）
卜

測衛星会社と 信局を運用するとともに受信 ’

檸　　　　　　　　　　　　’

の間のランドラt 記録処理設備の整備を行う。

データダウンリンク協 ’

定2年12月28日
ご

し

R

締結）

馴
‘

BS－3b追跡管

ｧ支援（NASDA

BS－3b打上げ初期段階ρ追跡　　　　　　’管制支援を受ける。 宇宙開発事業団 NASA／JPL 3年度夏期の打上げに向けて実

ｱレベルの調整を行った。3年

／NAsA　BS－3b 8月25日の打上げ時の追跡管制

支援に係る協 支援を受けた。　　　9

定書2．3．22締

求j

’

齢9　璽　尊　曽の　o　墨　■層　層　■　一冒　，　“　●，　，　，　．．　・　．　ψo　， 爾璽■　．　．．．　r　曽，幽　9　●●●　“葡即轄　．　雇員一　吻　．．●　幽　一・一　■　■．一　ロ　ロ騨。　，　■甲一　層　．騎卿　・　■■冒　．　一．曽 ・●　，　o　韓，　■　，　●，o　■　圏■　一　9　一■層　●　・o　曽　”　，．層　，　・．　の 一，冒　，　，〇一　卿　oo　■　■　■・　簾　・　一●ψ　…　　　　の　■　一．　口　璽　冒．一
●．葡　齢　噌，9　－　層．，　騨　一■●　塵　●●●　印　oo■　9　願■喝　・　欄“一　■　一●印　●　●●一　脅　噸●■　■　o．冒　・　，o，　．　．齢．　．　■璽一 ・匿冒●顧09，層．葡學一■■冒一●騨，，．鵬oo■一■■■一・・鞭甲．．昂一〇・．鱒P冒■一・一．一，oo，

JERS－1追跡管 JERS－1打上げ初期段階の追跡 宇宙開発事業団 NASA／NOA合〆 地上設備系による総合試験、リ
、

制支援（NASDA ・管制支援を受ける。 ’ ハーサルを実施し、4年2月11
、、

／NOAA　JERS－1 ！ 日の打上げ時の追跡管制支援を

支援に係る協 受けた。

定書2．3．20

締結）
蜜

ETS－VI追跡管 ETS－VI打上げ初期段階の追跡 宇宙開発事業団 NASA／JPL 5年度夏期の打上げに向けて、 協定を締結すると共に、衛星

制支援 管制支援を受ける。 協定を締結するための調整を行
、　　　　　「

一229一
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協力テーマ 協力の内容 日本側機関掴 相手機関
　　　　　　　　協
ｽ成3年度までの実績 ・平成4年度の計画

（協力の根拠）

～　　　　　　1

　　　　㌔　　　　　　　　畠

ﾂた。　　　　　　　　　　． 験を実施する。

　　F
ヒ

厚　　　　　　ヤ
’

、

ノ

F

’

　、
fMS－5追跡管 GMS－5打上げ初期段階の追跡 宇宙開発事業団

NASA／JPL 5年度冬期の打上げに向けて、 協定を締結すると共に、衛星

制支援 管制支援を受ける。　　一 協定を締結するための調整を行 適合性試験、データインターフェース試

つた。
験を実施する。　　　　　　　　　　ド

‘

ADEO9追跡管 ADEOS打上げ初期段階の追跡 宇宙開発事業団
NASA／JPL 7年度冬期打上げに向けて、

　　　　　－ｧ支援　・ 着制支援を受ける。

　　　　　　　　　ヤ　」

A

調整を開始する。

字宙ステーシ 泊、米、欧、加の国際協力に 外務省
　　　　　　一走ｱ省 予備設計段階の協力了解覚書 引き続きJEMの詳細設計、

ヨン計画 よる宇宙ステーション計画に 、科学技術庁 NASA （MOU）に基づき予備設計及び EM開発、　JEM運用システ

舶（開発運用段

Kあ協力政府

参加するための実験モジュー

汲ﾌ開発を行う。

宇宙開発事業団 関連技術研究を62年度まで行っ

ｽ。

ムの開発を行うとともに、新

ｽに日本人搭乗員の募集、三

間協定及び了 63年度にはNASA　PRR 抜準備を行う。

解覚書） ア

（プログラム要求審査）等を行

’ うとともに、国際共同管理する
、

｛ ぞ 日本実験モジュール1（JEM）
、

「“　マ

技術要求文書の作成を行った。
、

“ 平成元年9月に開発段階の協力 子

霧 綿ゴ
ー轡

／
甲
鞠
圃
　
β

」

協力テーマ
協力の内容 日本側機関 相手機関 平成3年度までの実績 平成4年度の計画

（協力の根拠）
騨

湯　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

了解覚書（MOU）が発効さ
れ、JEMの基本・詳細設計、

開発基本試験等の作業に着手し
L

き
た。

、

平成2年度は、EMの開発に着
／

手し、3年度はJEMの運用シ
ステムの基本設計に着手し、搭

、

乗員（MS）の募集・選抜を行

｛
つた。

、
イ

第1次材料実 スペースシャトル／スペース 　　　　　　　ヒF宙開発事業団 NASA シャトル事故後のマニフェスト シャトル搭載実験装置のイン
ぴ

’

験　FMPT ラブを利用して、宇宙環境に 変更に伴う開発スケジュールの テグレーヨン、PS訓練、実

〈第1次材糾 おける材料及びライフサイエ
～

’見直し結果（打上げ実施を62年 験運用要員の訓練を引き続き

実験了解覚書） ンスの実験等を行う。 度から66年度へ変更）に従っ 行い、平成4年8／9月の打1

昭和60年3月 て、シャトル搭載の実験装置の 上げに備える。

30目締結
●

製作試験を進め、62年度末をも 飛行運用、地上対照実験等を

ってほぼ開発を完了した。 実施し、飛行後はデータの解』
’

63年度以降、実験装置のNAS 析及び実験成果のとりまとめ，

Aフライトラックへの搭載、試 を行う予定。

験作業を行うとどもに、PSの へ．／

！ ‘実験操作訓練等を行った。
、

平成2年度には、実験装置をケ

召 ネデぐ宇宙センターに輸送し、
ノ スペースラブモジュールへの組

レ

9 、み込みのための準備作業を進あ
、 ∫

、

た。なお、マニフェスト変更に

β

／

♂　L 伴う打上げ契約の変更（62．3．　　　　　　　　　　、

『
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〆

協　　．　力 観力の病容　マ 日本側機関 相手機関 平成3年度までの実績 平成4年度の計画
て協力の根拠）

30）を行ケとともに、さらにそ

の後の状況の変化に対応した契

約め改訂を行った。 ノ

、 平成2年度にプライムPSの選
蟹

抜を行い、米国での訓練を実施

◎

するとともに、搭載実験装置の

NASAへの輸送、KSCにお
ける射場整備作業を行った。平

成2年12月のマニフェスト変更
L

●

により打上げ日が平成4年8／

魑 9月となったげ

シャトル搭載実験装置のインチ

グレーション、PS訓練、実験

、 運用要員の訓練を引き続き行っ

凄
た。

㌧

また、NASAとの間で契約改
飼

訂交渉を行い、7件の共同科学

研究を実施するための研究協力

書簡（LA）を支援した。

で

｝

曳

7

牝 詐

暫

・劔

齢
轡
‘轡

．協力テーマ

i協力の根拠） 協力の内容 日本側機関 相手機関 平成3年度ま、での実績 平成4年度の計画

’国際微小重力

ﾀ験室
iTML－1）計画

iNASA書簡）

A
　
　
」

諭・IML－1計画にFMPTで

J発した実験装置の一部を提

氓ｵ、宇宙環境下における国

ﾛ的な共同実験を行う。

@　　　、

@　　　　　　　　　　　一

乙宇宙開発事業団

@　　　　　峯

NASA IML－1計画参加のた．めの書

P簡契約（：LA）が締結され、有

@結晶成長装置及び宇宙放射線

cjタリング装置で参加するこ

ﾆになり、平成元年度にPFM
�ｮ成させた。

Xペースシャトル搭載のため、

Q装置をNASA　KSC．へ輸
翌ｵた。その後、2年12月のマ

jフェスト変更を経て～4年1

獅Q2日に打ち上げられた。

飛行後試料の解析を行い、実

ｱ結果の報告、発表等を行
､。

国際微小重力

ﾀ験室
iIML－2）計画

iNASA書簡準

�?j

@L

秩@　　　L　　　　F

　　　　　　　　　　、〆イIML－2計画にFMPTで

J発した実験装置の一部を提

氓ｵ、宇宙環境下におけるラ
Cフサイエンス及び材料科学　　　　　　　　窺

ﾀ験を国際的な共同実験を行

､6　　　軸

@　　　　　　　　　　　｝@　　ノ

@　　〆
@　　　与9

@　婚　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

@　　　　　　　　　一

宇宙開発事業団 NASA 世界各国から提案された実験装

uの選定作業がNASAを中心とし

ﾄ行われ、元年度に我が国の実

ｱ装置及び実験テーマの選定を

sい、基本設計に着手した。

ｱれに引き続き、平成2年度に
ﾍ詳細設計を開始し、平成3年　　＼6月に詳細設計審査を実施した

縺A搭載装置の製作、、試験に着

閧ｵた。

ｽ成3年11月よりIML－1の
oS募集、選抜作業が開始され

ｽ。

@　　　　8

搭載装置の受入試験を実施し

mASAへの引き渡しに備え

驕BIML－2　PS選抜が
sわれ、PS訓練が開始され
髣¥定である。

@　　　　　　　　　ダ＼　　’
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協力テーマ
協力の内容 日本側機関 相手機関

”　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ρ　　　　　「

@平成3年度までの実績 平成4年度の計画
（協力の根拠〉

TRMM 熱帯地方の降雨を直接観測す 科学技術庁 NASA 62年1月より63年3，月まで日米 引き続きSSLGのもとで、

（熱帯降雨観 る衛星計画の推進
宇宙開発事業団　　　　　’ 両国でTRMM衛星のフ、イ「ジビリ TRMM衛星について、日米共同

測衛星計画） 日米共同フィージビリティ 通信総合研究所 ティスタディ　（フェーズA）が進 で計画を推進していく。　　　　　　ノ

第4回SSLG スタディ　（フェーズA）に 気象庁 あられ、この間62年10月には熱 また、TRMM開発のため、　NASA

㌦（61年6月） おいては、熱帯降雨観測衛 日本学術会議 帯降雨観測に関する国際シンポ とCRL間の航空機共同実験

「で、新規協力
星（TRMM）のミッション機器　　　＼

TRMM作業委員会 ジウムが東京で開催された。 を推進する。

プロジェクト である降雨レーダー（P．R．） 63年4月にNASA局長が、5月に

として合意 を開発し、NASA開発のセン 科学技術庁研究開発局長がフィ

サP（可視・赤外及びマイク 7ジビリティ報告書に調印し

ロ波放射計）と共にNASA衛 た。また、11月のSSLG計画会合

星バスに搭載し、我が国の （ワシントン）にお・いてTRMMに

H－11ロケットにより、打ち 関する日米協力の継続を確認し

上げるこどとして研究を進 、

た。

めることが合意されでいる 元年9月よりNASAはTRMM計画の

フェーズBを開始し、このため

の会合が米国に於いて開催され

注）P．R．：Precipitation た。また10月のSSLG計画会合

、 Rader （東京）においてTRMMに関する

、

日米協力の継続を確認した。

2年1月にTRMM国際シンポジウ
1

ムが東京で開催された。
幣

｝ 2年10月よりNASAはTRMM計画の
、

孕 フェーズCを開始した。ま允11
、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　柔 月にワシントンでSSLG計画会合

℃　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　曹　　　　　　　b

‘ が開催され、引続き協力を進め 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝

@　　　’＼

ている。　　　　　　　　　一
爵

～　　　　　　　　　廿 　　　　，
｢圃 3年3月にNASAとNASDA間で、

’鰯

麟’
轡
轡

証

言霊テーマ
i協力の根拠） 協力の内容 日本側機関 相手機関 平成3年度までの実績 平成4年度の計画

〆
、

今後の協力を進あるに当たって
匹 の書簡（LOA；Letter　of　Agreeme

A nt）を交換した。4月に我が国

に於いてTRMM計画の開発研究を

， 開始した。ユ1月東京に於いてSS

1　　　　　　～
@　、

LG計画会合が開催され、引続き

｝ 協力を進めることとなった。

，　　　　　　「
、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

t

る　　｛7
1

’

！

か
1

へ

：

f

㌧

》
w

’

’

」
♂

r

ハ＼　ノ

’

｝

F 」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「

’
、

串

　　　　　　　　　’ r　‘

孕

♪
」

∫
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協力テーマ
i協力の根拠）

　　　　　　　　　　　、
@
　
　
協
力
の
内
容
r

日本側機関 相手機関、 平成3年度までの実績 平成4年度の計画

ISTP／GEOTAIL

v画　　　　　‘

EOPEN計画を変

X（非エネル

Mー分野の宇

?ﾈ学協力）

@　　一

ｯ

地球を囲むプラズマ環境の総　　　　　　　　　　一，合理解のために計画されるIS

sP計画，（OPEN計画改称）に参

ﾁする。

煤Xの科学衛星を地球周辺の
�ﾔに打ち上げて観測ネット

潤[クを作り、太陽風エネル

Mーの磁気圏流入、オーロラ

d子の加速、磁気圏電波の放

ﾋ等の物理機構を明らかにす

驕B宇宙科学研究所は米国N

`SAと共にGEOTAIL衛星計
謔�ﾀ施する。

文部省

F宙科学研究所

NASA　　l ISTP計画の一環であるGEOTAIL

v画について、平成元年度から

ﾀ機の開発を行っている。平成

R年度には総合試験を実施し

ｽ◎　　　！

∮ｯ設計会議を開催し、また、

ﾖ係者の相互訪問により、打上

ｰロケットとのインターフェイス、

O道設計、地上白銅について協

cした。

@　　　　　　！’

ケネディ宇宙センターからGE
nTAIL衛星を打上げ、磁気圏　　　，

�狽ﾌ観測を日米の研究者が

ｦ力して実施する。

@　　’

惑星及び小天

ﾌハレーすい星

､同研究を変
ﾎ（非エネルギ

[分野の宇宙

ﾈ学協力）

1986年ハレー彗星が地球に接
ﾟした際、わが国はPLANETτA1を接近させ紫外線撮影を行

｢、米国は可能な支援を行っ

ｽ。その後この計画は他の彗

ｯの塵を採集するための共同

､究と発展している。

文部省

F宙科学研究所
R

NASA ハレー彗星観測についての国際

Iデータ収集計画に協力するた

ﾟ、JP：しと緊密な交流が続い

ﾄいる。

ﾜた、彗星塵採集計画などにつ

｢て日米間に人的交流が頻繁に

sわれている。

日米協力での彗星塵採集計画　　　　　　　　　lJ

yび小惑星探査計画について

沒｢を進ある。

膨トー一一一一一一一一一一一一趨1 、
醐

協力テーマ’（協力の根拠） 　　　　　　　　戚N　　　’協力の内～容し　｝

@　　　　　　　ヤ　　　　さ　　　　o　覧　「　　　　　レ

日本側機関 相手機関 平成3年度までの輿績’
eρ

’平成4年度の計画

，惑星科学共同

�､究

y星探査計画
fを変更　　　　ξ

@（非エネルギ

p分野の宇宙

ﾈ学協力）

@　　　　ρ

月、火星探査について日米の

T査計画を有機的べ効率的に

ﾀ施するだめに観測機器、観
ｪ項目について共同研究を行　　　　　　’　　？

ﾁている6特に月探査についノては米国のLunar　Observer計

謔ﾆ日本のLUNAR－A計画の関
W者と協力体制の確立のため　　　　　　　　　～

ﾉ詳細な検討を行っている。

．文部省

F宙科学研究所
@　　　　＝　　　　　｝

@　　　　　1

　NASA戟@　　ρ
_　　　　　　）

　f
麹№ﾌ交流を続け、！協力の可能

ｫや態様について米国側と検：討

�iめた。　　　　・

@　　　　　　　　　　　　2

　　　　　　　　　く　　　　　　　　　　　　　　9

�ｱき協力の可能性や態様に

ﾂいて米国側．と検討を進め

驕B1993年2月には「火星お

謔ﾑ金星の大気・地表」ジン

|ジウムを日米協力のもとに

F宙科学研究所で開く予定で

?驕B

X線天文学

i非エネルギ

[分野の宇宙

ﾈ学協力）

X線天文学の研究に旧し援て広
ｭ協力を行う。　rぎんが」に　　　　一よる観測で米国科学者との共

ｯ研究を行っている。また、
汪冾w線天文衛星ASTRO－Dで　　　、

ﾍ日米共同の観測装置が搭載
ｳれる。更に将来のX線天文　　　　　　　’

q星計画での協力を討議して

｢る。

文部省

F宙科学研究所
NASA 平成2年度に引続き「ぎんが」

ﾉよる観測の共同研究を行っ
ｽ。

ﾜた、ASTRO－D計画においてX

?ﾏ測装置の共同開発を行っ
ｽ。

「ぎんが」による共同研究を

p続する。またASTRO－D計画

ﾉおいて、X線観測装置の共

ｯ開発を引続き行う。また打

繧ｰ後は観測において共同研

?�sう。

Xに将来のX線衛星計画での

ｦ力を具体化する。

@　　　　　　　　　へ　〆
@　　、、

共同テザープ

鴻Wェクト

i非エネルギ
[分野の宇宙　　　ノ

ﾈ学協力）

@　　　殉　、

ノスペースらぶからテザーでつ

ﾈがれた衛星を展張し、各種

ﾀ験を行う。テザ凸計画に関

墲驫賰b技術の研究開発を共

ｯして行う。
u

文部省

F宙科学研究所

@　　”　　　　　　　　　　　　　　1

NASA 昭和60年に行うた第2回日米共

ｯロケット実験のテザーシステ

?ﾀびに電子ビーム放射に関す

骼ﾀ験データの解析をユタ州立

蜉wくスタンフォー、ド大学の共

平成4年3月28日に行われた

鴻Pット実験で得られた実験

fータについて検討し、その

級ﾊをシャトルを用いたテザ

[衛星計画に反映する。
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協力テーマ
i協力の根拠）

協力の内容 日本側機関 相手機関 平成3年度までの実績 平成4年度の計画

‘
　
㌻

　　　　　　’u　、

@　　ε@　　　　　」

@　　　　　　　豊

〆
　
’
　
　
　
　
、
k

同研究者と行い、その成果をJ

fR誌に発表した。又その成果
�ﾄ国が計画しているスペース’シャトルを用いたテザー衛星計

諱iTSS－1計画）へ反映するため

ﾌ日米研究者間の検討を行っ

ｽ。さらに平成4年3月28日に

ﾍ第3回日米共同テザーロケッ

g実験（CHARGE－2B）を実施し成

��ｨさめた。

@　　　　　　　　　ヘ@　　　　　　ノ

’
ノ

長時間飛翔気

?v画

ｾ平洋横断気
?ﾏ測プロジェクト

�ﾏ更　　　，

i非エネルギ

[分野の宇宙’

ﾈ学協力プ

長時間飛翔気球技術について

､伺研究を行う。長時間観測
C球の協力体制について研究　　　　　　　　　　、する。

f

文部省　1

F宙科学研究所
NASA 衛星リンクによるテレメトリ等

ｷ時間観測技術について情報交

ｷを行った。

|ーラーパトロール気球につい

ﾄ情報交換した。

長時間観測技術についての検

｢を引続き進める。ポーラー

pトロール気球に関する協力

ﾌ制について検討する。

太陽共同研究　　　　‘

i非エネルギ

焉v ｪ野の宇宙

ﾈ学協力）

X

太陽における各種天体物理現

ﾛの共同研究を行う6

ﾁにで科学衛星「ようこう」

ﾉよる観測を中心に、他の衛

ｯ（ひのとり、SMM等）の
ﾏ測の結果や、地上からの光

文部省

F宙科学研究所

@　，　　r　“三

NASA
@　、

「ひのとり」　rSMM」の観測

級ﾊによる共同研究が続けられ

ｽ。宇宙科学研究所のSO；AR－A

i「ようこそ」）衛星にも米国研究

ﾒが参加することになり、日米
ｦ力で計画が進あられた。平成　　　7

引き続き「ようこそ」衛星の

ﾏ測を中心に、日米共同研究

�sうdさらに、将来の日米

ｼ国の計画についても共同研，

?ﾌ可能性について検討を進

ﾟる。

霧」一一一一一一一一一一霧

　　

@
－
f
鼠

協力テーマ
i協力の根拠）

協力の内容　　　丁 日本側機関 相手機関 平成3年度までの実績 平成4年度の計画
r

、

一
や電波による観測もあわせて 3年度には前年に引き続いて衛

太陽活動を調べる。 ’ 星の最終組立・総合試験が行わ

れた。衛星は、平成3年8月30

日に打ち上げられ、その後極め

て順調に観測者も参加、日本の

’ 受信局だけでなく、NASAの
、

受信局でのデータ受信も定常的

に行われ、効率良く観測データ

ミ
の取得が行われた。観測結果の

解析も日米の研究者により共同

4 、 で行われている。、

6

ン
’

n

赤外線天文学 赤外線天支宮の研究に関する 文部省 ・NASA 昭和63年から続いている気球実 4月～5月にオーストラリア
（非エネルギ 以下の共同作業を行う。 宇宙科学研究所 験は、平成3年度再び米国パレ ア、アリススプリングズ基地

一分野の宇宙 1）1994年打ち上げ予定の軌道 ステイン基地において共同観測 において昨年行ったC＋線サ
科学協力） 赤外線望遠鏡（IRTS）の観測 を行いC＋線による銀河面サー 一ベイ観測の南天部分の観測

機器の共同開発 ベイに顕著な成果を上げた。昭 を行う。IRTSは最終組立とそ

2）銀河面、C＋線サーベイの 和64年より行っている、IRTSへ の総合試験を行い、平成6年

ための共同気球実験 の観測機器は開発を終わり、平 に打ち上げの準備を行う61

3）ESAが進めているISO 成3年度にはIRTSへの組み込み SOの第2受信局支援に関し
（赤外線スペース天文台） 総合試験を行った。1SOの第 ては、実行計画の最終調整と

’ ・の第2受信局の支援を共同
、

2受信局の共同支援に関して 支援体制の整備を行う。
で行う。 ％ は、実行の調整、打合せを行っ

僻　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛
た。 弊

一壷39一
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協力テーマ
i協力の根拠）　　　　　、

　　　　ノｦ力の内容 日本側機関 相手機関 平成3年度までの実績 平成4年度の計画

スペースVLBI

F宙空間VLBI

ﾌ研究を変更

i非エネルギ

[分野の宇宙

ﾈ学協力）

_
　
　
　
　
　
’

宇宙科学研究所が1989年度に　　　　　　　　一

XタートさせたスペースVLBI

q星計画（VSOP）について共

ｯで行う。

@　　　　　　　　、

@　　　　　　ヒ

@　　　　　　【@　　’　　　　　試

@　魂　　　　　モ

@　　　　　　　、　　　　　、

文部省

F宙科学研究所

@　｝

@　　　ゴ

NASA 1989年以降、VSOP計画における

喆ﾄの協力に関する検討が行わ

黷ﾄきている。米国側はぐ衛星

ﾌ追跡、データ受信への参加、

ｦ力を行うと共に、VLBI地上ネ

bトワークがスペースVLBI観測

ﾉ参加する。追跡・運用等の技

p的側面の検討を進あるととも

ﾉ観測の体制等について議論を

[めた。　’　　　・　　　・

MUSES－B衛星の追跡・運用の

Xケジューリング等について

�ｫ続き検討を進める。

　　、

ｱ子加速装置

�pいた宇宙

ﾈ学実験
iSEPAC）

@　　　’

@　　’

@　　　’
@　　　、

スペースラブを用いた国際共

ｯ研究として第一次スペース

宴u搭載実験のA・’0に対

ｵ、日米科学者が共同提案を

sって選択されたSEPAC装置

�pいた宇宙空間におけるプ

宴Yマ、大気科学研究。電子

rームやプラズマを放射して

F宙空間の変化を計測する。

@　　　　　　　　　　　ノ

@　．　　L

@　　　轟@　　　　　、

@　　　　　ノ

文部省

F宙科学研究所

f

NASA

@　　‘

第一回はスペースシャトルにス

yースラブー1ミッションの一部

ﾆして、58年11月28日～12月8
冾ﾌ間にわたって実施し取得デ　聖一タg解析を行い、粒子ビーム

厲ﾋに対する宇宙空間プラズ

}、大気の変化について知見を

ｾた。リフライト実験は、チャ

激塔Wャー事故のため延期され

ﾄきたが、平成4年3丹24日～

S月2日の間に人権がATLA
r－1ミッションのひとつとし

ﾄ行われ、第1回実験でできな

ﾅきなかった大電力の電子ビー

?ﾌ放射、自然のオーロラ中に

人工オーロラ、電子ビームア

塔eナ、シャトルの帯電現

ﾛ、帯電中和なば多くの実験

fータが得られたので、これ

��ﾍする。

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿一戦L＿＿＿＿＿＿＿一鉱∵
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鰯・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑬ 一

協力テーマ
i協力の根拠） 協力の内容 日本側機関 相手機関 平成・3年度までの実績 平成4年度の計画

、

噺　　　　　　　　、

人工オーロラを生成させること

に成功した。また、電子ビーム

ド　　’ を変調して低周波電波の観測す

る電子ビームアンテナの実験も
、

行った。電子ビーム発生装置

は、電源の不具合で実験期間の
、

f 中途で終了したが、それまでに

500回近い電子ビーム放射と60

　1m 回の人工オーロラ実験で所期の
r　　　　　　　　　　　　　　　　　l

　ノ 目的を達成した。

、

人工衛星レー レーザー測距による人工衛星　　　　　　　　　一 海上保安庁 NASA 57年度から人工衛星の共同観測 協力関係を継続するととも
ザー測距によ の共同観測を実施し、データ 及びデータ交換を実施し、これ に、引き続き米国及び日本の
る測地および め交換を行う。ヒ を用いて日本測地系と世界測地 人工衛星の共同観測を実施し

地球力学の研 同デァタの解析に関するソフ 系との位置関係の精度向上を図 データ及び研究成果を交換を
究 トウェアについての情報交換 っている。 行う。

（二国間協力） 及び同データを用いて得た研 61年度から上記の共同観測等に 平成4年7月に打ち上げられ
究成果の交換を行う。・ 加え、日本の測地実験衛星「あ る予定の米仏共同によるアル

さらにく入工衛星レーザー測
、

じさい」の共同観測｛データ及 チメー三二衛星TOPEX／POSEID

距装置の開発・改良に関する び研究成果の交換を行ってい ONの追跡を行い、データ交換
情報を交換する。

，

る。 を行う予定である。

61年度から毎年職員をNASAに派 炉

ゴ

，

遣しソフトウェアの情報交換期び研究

孕　〆 F　　、 　軸C　　　　　　　　　　　　5 成果について討議を行っている。 ヂ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　騨

　　　　　　　A@　　　等　　’ｼ
62年度に職員「をNASAに派遣し、

邑　β

翻 「あじさい」を用いた大気モデ

　　しf ルの推定の研究を行った。’ 一

〆　　　　　　　　　　　　　　　　　　r

’

’
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協力テーマ 協力の内容　　・ 日本側機関 相手機関 平成3年度までの実績 平成4年度の計画
（協力の根拠）

　写
n殻プレート 1．通信総合研究所は米国の 郵政省 NASA 1．K－3システムを完成させ58年 1．VLBI参加各局の位置計測を．

運動の研究 Ma熊一皿システムと両立性 通信総合研究所 11月に初めて日米試験観測を 継続し、さらに精密なプレ

（宕米非エネ

泣Mー分野の

を持つX－3システムを開発

ｵ運用する。

行い、システム性能を確認し

ｽ。

一ト運動（速度及び根方向）　　　　　’

�ｪ定し、地震予知に役立

科学技術協力 2．大陸熊測距及び地殻プレー
2．59、60年度の日米実験により　　　　　　、 てるデータの蓄積を行う。

協定（UJNR）及

ﾑSSLG合意事

ト運動の測定を目標とした

uLBI共同実験を実施する。

史上初めて太平洋プレートの

^動を実証、，長期的地震予知

ただし、定常観測は順次国

y地理院の運用に移管して

項） 63年度末までの実験計画を に役立つものとして注目を集 いく。

NASAより、更に5ヶ年計画 めた。

延長を求められこれに合意 3．61年度は北太平洋、東太平

した。 洋、西太平洋ペレートの動き

駈

3．第2次5ヶ年計画において　　　　　　馬 を集中観測する実験を開始し

塁 通信総合碑究所は日本列島 た。

周辺の3つのプレ「ト上に 4．データ解析の結果、日本列島

観測局を配置した西太平洋 の位置を高精度に決定すると

　　　　　　　　　、d波干渉計を整備し、米国 ともに、太平洋プレートの動

と共同して環太平洋のVLBI 　　　　　　　　　！ｫが克明に見え始めた。

　、ﾏ測実験を実施する。 5．日米の精密時刻比較実験によ

＊K－3システム：
り両国の国家標準が高精度に

通信総合研究所の開発した 比較できた。

β 第3世代のVLBIシステム 6．JPL、宇宙研、野辺山観測所
、

と協力して米国TDRS衛星との

スペースVLBI実験を行い、成

功させた。　（61年7～8月）
、

7．プレート運動の実測結果と理
1

戸

論予測血との差を明確にする
1

‘　　　　　で

ことができた。
重

し　）

鍛
⑳r

鯵
鞍

協力テーマ’

i協力の根拠）

協
力
の
内
容
ギ 日本側機関 相手機関 平成3年度までの実績 平成4年度の計画

「

’

㌧

8．その結果、北米プレートに属

ｵていると考えられている鹿島

ﾇに、プレート内変形によると

lえられる動きが検出された。

@　　　　　　　　E

ノ

Dynamics　Exp

撃盾窒?秩iDE－1）

v画への参加

mASAの同計画

ﾖの参加公募
ﾉ応じて、昭　　　　　　1

a58年12月に

mASA本部へ通

M総合研究所

ｭ島支所に於

ｯるDE－1のテ

激＜gリ受信

��ﾄした。

ｯ提案は昭和，

U0年5月にNA
rA本部により

ｳ式に承認さ

黷ｽ。　　　，

NASAのDynamicg　Explorer衛

ｯ（DE－1）のテレメトリ受信を

ｭ島支所で行い、データ解析、

�ｷると共に、その複製テー

vを米国アイオワ大学へ送付

ｷる。

mASAはDE－1の衛星軌道要素及

ﾑ衛星運用予定等を通信総合

､究所へ提供する。

魔cE－1は遠地点23，000㎞く近

@地点570kmの極軌道を持つ、
@電磁圏観測衛星で、・1981年

@8月3日に打ち上げられ
@たb　　　　　　　パ
@　　　　　　　　　　’@　　　，@　　‘

@　｝　　　　　　　　　　　　　　　　　1

@　卜　　’

@　　　　　ノ

@直

郵政省通信総合

､究所

@　　　　し　　　　　　　　1

@　　　　　　、

@　　　　　　’

f

NASA
ﾄ国アイオワ大

w
　
　
　
　
　
　
　
1
　
　
’

パソコンを用いた鹿島の11mア

塔eナの無人自動制御によるDE

|1プラズマ波データの受信を行

｢、1991年2月までに134パス

ﾌデータを取得し、その磁気テ

[プ編集コピー52巻を米国アイ

Iワ大へ送付した。NASAは1991

N3月でDE－1の運用を停止し

ｽ。受信したVLF電界データの
?掾A解析を進あ、衝撃性VLF

gの研究成果について論文発表

�sった。

@　　　　　’
@　　　、

@包　」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　き

取得したVLF電界データの解

ﾍを引き続き行う。VLF電界

fータのカラースペクトル表

ｦによる解析を進める。

@　　　　　　　　　　　9

@　　　　　　　　　・、／

@　　　　　　　　　　コ

@　　　　　　　　　　～

f

序宙からの降
J観測の可能　　　　　，　　　　　　る

1．通信総合研究所が開発した
@航空機搭載用マイグロ波雨｝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〆　　　曼

通信総合研究所 NASA
@ぎ

@　特

1．59年度にNASAの実験担当

@者と実験計画、実験方法につ

1．実験データの処理解析を継

@回する。

」

ノ

一243｝
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協力テーマ ㌦協力’（か内容レ　　・ 日本側機関 相手機関 平成3年度までの実績 平成4年度の計画
’（協力の根拠）、

蟹　　　　　　　　　　　　　　　｝ τ　「 ’

，

性についての 域散乱計／放射計システム
－

5　いて取り決めた。　　　　　　　、

2．地上に降雨レーダを設置

研究ヤ をNASA所有の航空機に搭載 「
2．60年2月～62年1月、62年7 し、既設のミリ波リンクと

　　　　　5
@
（
6
0
年
S
S
L
G
会
稽 し降雨観測実験を行う。ま 月～元年6月、元年6月～3

共に降雨観測実験を実施す　　　　　ノ

㌧

議合意事項） た、人工衛星ならびに航空 年7月、3年5月～現在ま る。
’

よ

機搭載用降雨レ」ダの降雨 で、．それぞれ通信総合研究所 3．TRMMのレーダデータの処理

‘ 照度についてのグラウンド 5
の職員一名がNASAゴダード宇 解析手法の研究を継続す

トルースデータを収集する 宙飛行センターに滞在し、通 る。

｛

　　　　　　7　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　も

ｽめ、’通信総合研究所が開 信総合研究所の開発した雨域

発したミリ波リ’ングをNASA 散乱計／放射計をNASAの航空

　　　　　　｝Sダード宇宙飛行センターのワ 機に搭載して降雨観測実験を

ロップス飛行基地に設置し、 実施した。また地上1ミリ波リ

ぞ…~雨減衰データからバス平均 リンクを設置し、伝般実験を

降雨強度を算出する。 実施したξ

　　　　　々`

　　　　　　句Q．航空畿実験は、NASAゴダー 3，降雨域の上空から観測した降 馬

ド宇宙飛行センターのワロ 雨レー』ダデータから降雨強度

匡 ップス飛行基地周辺と熱帯
’ を算出する様々なアルゴリズ

海域で実施する。 ムを開発した。

3．通信総合研究所は機器のオ 4．日米共同の衛星計画である
1　　　　　　　　　、

ベレージョン及びデータ処
TRMM搭載降雨レーダのジステ　、

づ

ジ理のため通信総合研究所の
　　「?fザイン検討を実施した。．

r 職員をNASAの費用でNASAゴ 、 5．雨域散乱計／放射計をNASA

ダード宇宙飛行センターに 電

DC－8に搭載し、国際共同台風

滞在させる。 実験に参加した。また、T－39

4．同実験成果を皮映させ、将 からのフロリダ半島沖のバリ

来の人工衛星搭載用降雨レ ケ」ン観測実験に参加した。

旦 　　F黹_の開発においても協力 ∬

関係を進ある。

螺塾　　　　　　　　　　　　　　翻

，（2ゲE’SA（欧州宇宙機関）

）

協力テーマ
i協力の根拠）

協力の内容 日本側機関 相手機関 平成唱年度までの実績 平成4年度の計画

地球観測， ESAのLASSO計画（静 航空宇宙技術研 ESA 第10回（昭和59年11月）、第11 第17回（4年6月）日／ES

㌧（日／ESA 止衛星に対する衛星レーザ測 究所 回凸（昭和61年4月）、第12回 A行政官会議が開催される。

行政官会議） 距雌による夫峡間時刻同期技 ’（昭和62年4月）、第13回（昭和 引き続き、LASSσ計画の

術前を自適とする）に参加 63年6月）、第14回（平成元年 現況と今後の計画について情

し、LASSOデータの利用 5月）、第15回目平成2年6月）、 報交換を進める。

、 実証研究を実施する。 及び第16回（平成3年6月）

日／ESA行政官会議において
1

1 LASSO計画の進捗と技術課
題について情報交換を進めた。

イ 昭和63年6月にLASSOペイ
．！ ∫

ロードを搭載した気象試験用静
漣

憎 止衛星（Meteosat－P2）が打上げ

られ、平成元年2月からLAS
SO実験が可能になった。

静止衛星レーザー測距には、ヨ

一三ッパの2局のみ成功してお

り、そのうちフランス国立天文
’

r

地球力学研究センター（CER

GA）のデータの提供を受け、 ’＼、，ノ

予備解析を行った。
、、

8

、

ワ　　　　　　ド　　　♂

㌧

∫

，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝ 」 ！　　　ノ

∫
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協
力
テ
ー
マ
；

協力の内容

　
日
本
側
機
関
，

一相手機関 平成3年度までの実績 平成4年度の計画魅
（協力の根拠）

’地球観測 地球観測分野に関する情報交 科学技術庁 ESA 第8回（57年11月）、第9回（58
f第17回（4年6月）日／ES

（日／ESA 換及び協力の可能性の検討を 宇宙開発事業団 ～　　　　匿

年11月）、第10回（59年11月）、 A行政官会議が開催される。

、行政官会議） 進める。 第11回（61年4月）、第12回（62

N4月）、第13回（63年6月）、第

本年8月には、ESA局にお　　　　　　1

｢てJERS－1データの直
’ 14回（元年5月）、第15回（2年 接受信が開始される予定。

6月）及び第16回（3年6月） 引き続き相互に情報交換を進

日／ESA行政官会議において ある予定。

、　　　　　ヴ
－

情報交換を進めるとともに、ヨ
匙

一ロッパERS－1の日本での
’ 受信、・わが国のMOS－1及び

「 JERS－1のEDA局での受信につ

8 いて検討された。

ESA局では、62年から11月か

らMOS山1の直接受信が開始

され、JERS－1、ヨーロッ
パERS門1の相互受信につい

「

・ても3年6月にMOUが締結さ
、

れた。

宇宙用部品及 宇宙用部品の開発計画及び品 科学技術庁 ESA （1）　昭和55年以来、相互に認定 認定部品仕様書等の交換及び

び品質保証

i日／ESA

質
保
証
皆
納
す
る
情
報
交
換
を
行
　
　
　
　
　
　
　
　
　
｝
う
。

宇宙開発事業団 部品リスト（QPL）及び認
阨舶i仕様書の交換を実施し

宇宙用部品に関する情報交換

��ｫ続き実施する。

　　　暑s政官会議）・ ている。　　　　　　　　　， 交換する情報の分野をソフト

②　59年以来、宇宙用部品の情 ウェア品質保証、宇宙デブリ
、　｝　　L

報交換を実施している。 等へ拡大する。

’

脳　　　　　　　　　　智

　　　　　　　　　　　　　へF
v　　　　　　　’

’　　　　　、　　　　　　　　　　r　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　♂

ノ

鞠』

轡・
㊥
轡

「
幽
」

協力テーマ
i協力の根拠） 協力の内容 日本側機関 相手機関 平成3年度までの実績 平成4年度の計画

、

部品調達支援 （1）部品調達に関する支援を 宇宙開発事業団 ESA （1）欧州部品の調達のための支 （1）　部品調達に関して支援を

’ 受ける。 援契約を締結した。 受ける。

②　部品調達時の問題点につ （昭和63年3月31日） （2）　部品調達についての情報
山

　～･ ’いて情報交換を実施する。 （2）欧州部品の調達のための支 交換を実施する。
｝

ノ

援契約の延長更新を行った。

ご　㌧ （平成2年8月31日） 、

F
’ （3）　支援依頼を行った。（28件）

’

t

海洋観測衛星 ヨーロッパ地域における地球 宇宙開発事業団 ESA ・62年11月からキルナ・マスバ ・引続き定常受信を行う。
一

ユ号及び 観測データの利用促進を図 ロマス、　トロムソ、フチノの ・現協定をMOS－1b受信
1号．一b かる。　　　　　　詩 各局が定常運用を開始した。 を含めた内容で改訂を行

ESAにお ・2年度も引続き定常受信を行 う。

けるMOS－1 つた。

の直接受信
“ ・現協定をMOS－1b受信を

及びデータ 、　　　　　　㌧ 含めた内容で改訂を行うよう
　

利用促進 調整を行った。
　　　riNASDA／ESA

MOS－1支援 ヤ

’

南

，に係わる脇 ヘ　ノ〆

定書61．2．3
＼

締結）r，
L

監

竃
”

㌦

な　　　｝

’

’　　h 　　　　　ノv　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

@　ぽ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ト
ぱ

馳

酌

［

、‘

1　　「 、

’

㌧
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協力テーマ ，　　　協力の内容 日本側機関 相手機関 平成3年度までの実績 平成4年度の計画
（協力の根拠）

ERS－1追跡管 ERS－1打上げ初期段階の 宇宙開発事業団 ESA ’地上設備計による総合試験、リ ’

制支援（NASDA 追跡管制支援を受ける。
「 ハーサルを実施し、4年2月11

　　　　皿^ESA　ERS－1支 日の打上げ時の追跡管制支援を
1

、援に係る協定 受けた。

書2．2．28締
、

結）

t r

’

i　　一

レ’ADEos追 ADEOS打上げ初期段階の 宇宙開発事業団 ESA P

7年度冬期の打上げに向け

跡管制支援・ 追跡管制支援を受ける。 、

て、調整を開始する。
’

く
、

《

｝

馳

マ　　’

ヤ

隔

「追跡管制に 人材交流を図り、追跡管制の 宇宙開発事業団 ESA
係わる人材交 相互支援、技術協力を促進す

’

，流」 る。

［NASDA／ESA
b

人材交流覚書

（57年）及び

日／ESA行政 5

官会議
3

！
3

、

／

∫璽翻

蟹

6γ|　
轡

　　

@
／
　
〃
．
齢

協カテーマ
i協力の根拠） 協力の内容

日本側機関　　　〆 相手機関 平成3年度まrでの実績 平成4年度の計画

日本の地球観

ｪ衛星1号及
ﾑヨーロッパ

ﾌリモ7トセ
塔Vング衛星

fータの相互

E受信及びデー

^利用促進

@（NASDA／CNES

iERS－1及び
dRS－1の相互　　　　か

�Mに係わる

ｹ解覚書　3．

U．20締結）

日本及びヨーロッパ地域にお

ｯる地球観測データの利用促

iを図る。

@　　　　　　　　　　　「

@　　　　　　　　　，

@　　　　　　　Yふ

@　、@　　　　　　　ノ

宇宙開発事業団

ﾊ商産業省

@　　　　1

ESA

@　　　　、

4年1月から、NASDA鳩山局、

倦蜉w熊本局、南極昭和基地局

ﾉおいて、ヨーロッパのERS－1

fータの受信を開始した。

@　　　　　　　　　　与

ESA局においては、4年8

獅ｩらJERS－1データの
�Mを予定している。

mASDA鳩山官等において、引

ｫ続き、ヨーロッパのERS
|1データの受信を行う。

@一

地球観測分野　　　　『

dSAのERS－1

ﾀ験計画の公

蛯ﾉ応えて、

ﾊ信総合研究

鰍ｩら3件、

C上保安庁か

轤P件の提案
�sい、いず：　　　　　、

ERS－1（欧州リモートセ　　　　　ノ

塔Vング衛星1号）を利用し

ｽ地球観測実験に参加する。

@　μ

@〆

@　　　　　　　　A

通信総合研究所

F宙開発事業団

C　　象　　庁

C上保安’庁

@　～

ESA ERS－1は、平成3年7月に
ｬ功裡に打ち上げられた。通信

麹㈹､究所は宇宙開発事業団と

､同で、ERS－1搭載の合成
ｬ回レーダゐ較正実験、海洋油

?�沛o実験および海洋観測実

ｱを実施した。海洋実験には気

ﾛ庁、海上保安庁も参加した。

r正実験においてはv既知のレ

Qダ断面積をもつコーナリフレ

能動型反射器を用いた較正実

ｱを実施すると共に、稲作観

ｪ実験を実施する。海洋観測

ﾀ験を継続する他、海氷観測

ﾀ験に着手する。

一249一



一250一
、

－

協力テーマ
協力の内容 日本側機関 相手機関 平成3年度までの実績 平成4年度の計画

（協力の根拠）

れも採用され
1

、 “　　　　　　　　　，　　　　　亀

Nダの映像が鮮明に得られ、S
し　’

Aた。 ARの映像強度とレーダ断面積
島 の関係が明，らかとなった。

！

吐 海洋実験においては、オレイル
」

一

アルコールを用いて作製した擬

似汚染域がSARの映像上で明

「

確に識別できることが示され

た。同汚染域は同時に運用され

た航空機搭載映像レーダでも検
曳　セ 出されている。

監

科　学 宇宙科学諸分野における協力 文　　部　　省 ESA 平成2年度に引き続き科学分野 科学分野の情報交換を行うと

を図り、相互の計画の情報交 宇宙科学研究所 における情報交換を行うととも ともに、　「ぎんが」による共

㌧　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㌧

換、協力計画の討議を行う。 に「ぎんが」による共同観測を 同研究の継続、ISO計画に

行った。 おける協力実施、さらに将来

鬼

、

ミッジョンにおける協力を検
一

、

糊する。

叱

七　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

！

巳 　　　　　　　　　Af 　’v

　　　　翻A

匹　響 　　　ゆ

留 門

；昌

　t
I

～　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3

（

（3）カナダ

鱒
轡

翻
／

協力テーマ
i協力の根拠） 協力の内容 日本刀機関 相手機関 平成3年度までの実績 平成4年度の計画

宇宙実験

i日加科学技
p協力合同委　　　｝

�
?
j
恥
　
　
り

マイクロGにおける流体実験

葡uの開発を目的に、技術情

�ﾌ交換、地上実験装置の設

v・製作・落下搭・航空機実
ｱおよび共同宇宙実験の可能　　　　　　　　　β

ｫについて検討を進める。

@f
@　L

航空宇宙技術研

?梶

@　　　　監

カナダ宇宙機関

iCSA）トロ
塔g大学

第1回日加科学技術協力合同委

�?i昭和61年9月），において

坙{側から提案を行い、合意さ

黷ｽ。以後、情報交換を行うと

ﾆもに、低プラントル数流体の

}ランゴニ流の観測実験および

Rンピュータシミュレーションポ

iCSA）をそれぞれ行った。

@　　　吋

CSAとは、低プラントル数

ｬ体のマランゴニ流実験、シ

~ュレーションを前年度に引

ｫ続き行う。トロント大学と

ﾍ、多相回転流体系の安定性

ﾌ共同研究を開始する。

@鴇

リモードセン

Vング、　　、
i日加科学技ノ術協力）　　、

@　ら

@　　　　」

リモートセンシングに関する　　　　　　　　　一こ

匀ﾁ科学技術協力に係わる意

?¥明（SOI）（57年月）に

薰ﾃき地球観測分野における

?〟A情報交換、人材交流を

ﾊじて相互に関心を有する協

ﾍ可能な具体的なプロジェク

gを抽出して協力を行う。

@　∫

@　郵

@　　　　’

科学技術庁

F宙開発事業三

黶@　　　　　　」

@　　ノ

f

CCRS

@ノ

@　，

@　　㎡　4

@　　　「

SOI及びそれに基づくCCRS
^NASDA間協定（58年8月）に従

｢、58年10月から11月にSAR
牛ﾚ航空機コンベア580（SAR－58

O）を用いてSARデータの収集

�sい、58年～60年度にかけて

fータ処理・解析評価を行っ

ｽ。CCRS局におけるMOS－1直接

�Mの協定を63年3月8日に締
汲ｵた。

モモ汲搭ﾇにおけるMOS－1直接受信

ﾍ63年5月～io月に実施され
ｽ6　　　　，　　，

lOS－1の直接受信については、

�M期間の延長等の取決の改訂

ｪ元年3丹に行われた。・；．

相互に情報交換を続ける。

ﾁに日本のERS－1のCCRS
ﾇにおける直接受信について

ﾌ協定締結を行う。

bCRS局におけるMOS－1直接受』

Mについては、今年度も引き

ｱき継続する。

@　　　　　　　　　へ＼　ノ
bCRS局’におけるJERS－1データ

ｼ接順に係るNASDA－CNES　MOU

ﾍ4年5月に締結される予
閨B

@　　　　　　　　㌧

一251一
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協力テーマ
i協力の根拠）

協力の内容 日本側機関 相手機関 平成3年度までの実績 平成4年度の計画

’海洋観測衛星

P号及び1号一b’

Fカナダにおけ

驍lOS－1の直

ﾚ受信及びデ

[タ利用促進

iMOS－1データ

ﾌ直接受信に’関する協定書

U3．3．8締結）

北米地域における地球観測デ

[タの利用促進を図る。

@　　　　　　噸

@　　　　　　レノ

@　　マ　　　　　　　　1～

@　　　　　　　　　　　㍉
ｵ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　A

@　，　　　　　　’

@　　　　　　‘r
@　　　　　‘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　♪

@　　㌧、

科学技術庁

F宙開発事業団
CCRS

V

・63年5月からガティノ局で定

寛�Mを開始した。

E元年9且からプリンスアルパ

@ート局で定常受信を開始し

@た。

E’Q年10月にMOS・lbを受信を含

@めた協定改訂を行った。・

@　　　　　　　P

@　’

@　　　　　　　　　　ゆ

・引続き受信を行う。

@　　　　　1

@　　　　　　　’

@　F

　　　、､究用ロケッ　∫

g打上げ等

@SMS搭載
@・に関するN

@RCとの合
@意書

﨟w

@　嘔　　　　　　　　♪し，

@　♂！

科学観測用ロケット等への観

ｪ機器の相互搭載、衛星テレ

＝[タデータ取得などの協力

�sう。

@　　　げ　　　　　　　，

@　‘
@　　　　　　　　　　　ぐ@　　　　　　　　雫
@　　1　【
@　　　　　Ψ
@　　　　r
@　馬　‘　　　　　　　「

@　　　　　　”
@　　　　　　一
@　　　　　　　　　　　ξ

@　　　　　　←@　　　　’
@　　　　　　　　’　，　‘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　層歯

　　、
ｶ　部　省

F宙科学研究所

@ノ

@　　　　　　、

NRC他

@　　　－

質量分析装置を含む第12号衛星

uあけぼのによる共同研究の推

i、テレメータのプリンスアル

oート局での受信を行った。

@　　　　　！R

質量分析装置を含む第12号衛

ｯ「あけぼの」による共同研

?ﾌ推進、テレメータのプリ

塔Xアルバート局での取得を

p続する。

鱒
轡

翻 磁

（4つ　’ドーイツー　…

’

協力テーマ
協力の内容 日本側機関 相手機関 平成3年度までの実績 平成4年度の計画

（協力の根拠）

　　　　嘲_ストカウン ミュンペンエ～ ﾈ大学が開発し 文　部　省 ミュンヘン工科 平成元年に打上げられたMOSES一 月周回軌道上にある「ひて

ター搭載に関 たダストカウンターをMUSES一 宇宙科学研究所 大学 A　「ひてん」に搭載されたダス ん」搭載のダストカウンター

する共同研究 Aに搭載し、宇宙塵の観測を トカウンターにより、宇宙塵の による宇宙塵の観測及び解析

MUSES－A衛 行う。 観測及び解析を共同で行うと共 を引き続き共同で行う。

星に関する に、COSPAR等の国際会議におい

宇宙科学研 て、これまで得られた結果の報

究所とミュ
、

告を行った。

ンヘン工科 直

大学との協

力に関する
　　　や黶@覚書 心

ノ

中層大気国際 本計画は、ドイツ航空宇宙研 文　部　省　　・ ウッパータル大 平成2年に観測ロケット8機に 国内学術雑誌（J．Geomagne一

共同ロケット
　「?樺�氓ﾌ気象観測ロケット 宇宙科学研究所 三三 よって得られたデータをデータ tis鵬＆Geoelectricity）に特

　　　　　　一
ﾏ測計画、 を田本を含む9か国のロケッ ブックとしてまとめ、国内外に 集号としてまとめる作業が行

（DYANA計画） ト実験場から打上げ、各地域 配布した。また得られたデータ われている。ヨーロッパの」．

ダイアナ計 の中層の大気同時観測を行 の解析結果の一部は、平成4年 Amos，　Terr．　Phys．の特集号

画に関する ケ。 3月京都において行われたMA への寄稿も同時に進行中であ

DLR宇宙開 ㌧　　　　　し
S国際シンポジウムで発表され る。

・発機構との
「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「

@」
た。　　　　、

、

合意書 膨　　　～　　’

認

1　孔鴇 鷺　　　　　　　　　　　、μ’　　ノ ㌔

h り 、

r

「　　　　　・
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